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精神保健福祉士国家試験

実 務 経 験 証 明 書
（兼 実務経験見込証明書）

（証明書作成日）‌令和 年 月 日

公益財団法人　社会福祉振興・試験センター理事長　様

法 人 の
名 称 法人格コード

所 在 地
〒 ―

電 話 番 号 　　　　　　―　　　　　　　　　―

代 表 者
役　　　　職 氏　　　　　　名

証 明 書 作 成 者
所属・役職等 氏　　　　　　名

　次の者は、以下のとおり、精神保健福祉士国家試験の受験資格に係る精神障害者の
保健及び福祉に関する相談援助の業務に従事し、実務経験を有することを証明しま
す。

フ リ ガ ナ 生　 年　 月　 日

氏 名
□ 昭和

年　 　月　 　日生
□ 平成

施設・事業所の名称

施設（事業）種類
施　　　設
コ　ー　ド

職 種
職　　　種
コ　ー　ド

従 業 期 間

□平成・□令和 年 月 日から

□平成・□令和 年 月 日まで

　受験申し込み時に受験に必要な従業期間（３年制短大等卒業者→１年以上、２年制
短大等卒業者→２年以上）に満たない者は、必要な従業期間を満たす見込みの日まで
を記入してください（１日でも不足する場合は、受験資格と認められません）。

（注）１‌　本証明書の内容について、就労先事業者等に無断で作成し、又は改変を行ったときには、無効となり刑法上の罪に問わ
れる場合があります。

　　　２‌　本様式は、裏面の「相談援助の業務」「業務従事期間の計算方法」に合致することを確認した上で作成してください。
　　　３‌　従業期間に見込みの期間が含まれている場合は、従業期間を満たした後、直ちに、実務経験証明書を改めて提出してく

ださい。必要な従業期間を満たした実務経験証明書が期日までに提出されない場合は、受験資格を満たさなかったものと
して、試験が無効となります。

　　　４　複数施設で従事した実務経験を申告する場合は、施設毎に必ず証明権限を有する代表者による証明が必要となります。
　　　５ 　訂正する場合は、受験者本人ではなく、法人・事業所の判断により、二重線で訂正してください。訂正印は不要です。
　　　６　用紙が不足する場合は、コピーした用紙を使用してください。
　　　７‌‌　実務経験証明書は、指定施設における業務の範囲等について（障発0805第４号平成23年８月５日）における実務経験

申告書に基づく様式です。
　　　８‌‌　この証明書に不実・錯誤した内容を記載した場合、及び精神保健福祉士国家試験の受験資格を得るために必要な基準等

を満たさない場合は、受験資格を認められません。
　　　９‌‌　証明書の様式と記入例は試験センターホームページで確認できます。

使 用 す る
筆　記　具 ボールペン

職種コードが02の方は、
「実務経験証明書」と併せ
て「相談援助の実務経験
申告書」の提出が必要で
す。
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３　区分２・区分３ の受験申込者が提出するもの
実務経験証明書（兼　実務経験見込証明書）

◆本証明書は、受験申込者自身が作成するものではありません。施設等に作成を依頼してください。
◆�本証明書の内容について、就労先事業者等に無断で作成し、又は改変を行ったときには、無効となり刑法上の

罪に問われる場合があります。
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① 　必ず記入してください。

②
　実務経験証明書の「代表者」欄が受験申込者自身である場合、受験申込者自身が代表者であること、
　実務経験の対象となる事業を行っていることが確認できる「法人の履歴事項全部証明書」の原本を
必ず提出してください。
　なお、この場合、「証明書作成者」欄は、受験申込者以外の第三者が作成するようにしてください。

③ 　実務経験コード番号表の法人格コード（２ケタ）を参照し、記入してください。

④ 　実際に当該証明書を作成した方（事務長、事務担当者等）が記名してください。

⑤ 　氏　　名：受験申込書の氏名と異なる場合は、戸籍の個人事項証明書（戸籍抄本）が必要です。
　生年月日：年号の□は、どちらかを塗りつぶしてください。

⑥ 　受験申込者の所属する施設・事業所・機関名を記入してください（法人名ではありません）。

⑦

　実務経験コード番号表の施設・職種コードを参照してください。
　施設（事業）種類：�　具体的な固有名称ではなく、施設（事業）の種類とコード（２ケタ）を記入 

してください。
　職　　　　　種：�　辞令等で発令されている実務経験として認められる職種とコード（２ケタ）を

記入してください。
※�　職種欄が「相談援助業務に従事する職員」となっている施設（事業）種類においては、職種欄に‌
そのまま記入してください。
※　職種コードが02の方は、「相談援助の実務経験申告書」を併せて提出する必要があります。
※　注意事項等を含め、実務経験に該当しているかを必ず確認してください。

⑧
　実務経験の対象となった日を算定開始日として記入してください。
　証明書作成時に受験資格に必要な従業期間を満たさない場合は、満たす予定の日まで記入して 
ください（令和９年３月31日まで算定可能です）。

受験を申し込む方へ
（1）�　１か所では従業期間が不足する方でも、複数事業所の従業期間を通算（合算）することで受験資格を

満たせば受験申し込みができます。
　　この場合には、実務経験ごとにそれぞれの勤務先で作成された実務経験証明書が必要となります。

（2）�　施設または事業所の廃業等により実務経験証明書の提出が困難な場合には、個別に試験センターへ
お問い合わせください。	

（3）�　証明書の作成者に、実務経験証明書の作成に必要な部分（受験資格、実務経験コード番号表及びこの
証明書の作成要領等）を示してください。	

（4）�　受験申込書と実務経験証明書の氏名が異なる場合は、戸籍の個人事項証明書（戸籍抄本）を必ず提出
してください（※外国の国籍の方は住民票）。

施設・事業所・機関の方へ（証明書作成時の注意事項）
（1）�　実務経験コード番号表を必ず確認し、注意事項等を含め、実務経験に該当している場合に証明書を作成

してください。証明書の記載内容等に不備がある場合は、受験申し込みを受理できません。
（2）�　受験申し込み時（証明書作成時）に受験資格に必要な従業期間を満たさない場合は、これを満たす

見込みの日までを記入してください（例えば、令和９年３月31日に受験資格を満たす予定がある場合は、
令和９年３月31日までの従事予定分を含めた内容の証明書を作成してください）。	
　実務経験証明書を見込みで作成した場合は、受験資格に必要な従業期間が満たされた時点で直ちに
確定した証明書を再交付してください（最終提出期限：令和９年４月９日（金）（消印有効））。

（3）�　訂正する場合は、受験者本人ではなく、法人・事業所の判断により、二重線で訂正してください。 
訂正印は不要です。

（4）�　不実・錯誤した内容を記載した場合、試験を無効とします（法第８条）。また、証明権限を有する 
代表者は、そのてん末を報告しなければなりません。

（5）　消せるボールペン等は使用しないでください。
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